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１． はじめに 

 近年，想定以上の地震・洪水災害が頻発しており，

ハード対策のみでは対応できなくなっている．そのた

め，住民や地域の視点から地域防災力向上のためのソ

フト対策が重要となっている．例えば，現在の避難計

画には，避難者の特性，地域全体での取り組み，事前

の情報提供などに関して課題があるとされている．そ

のため，多くの自治体でハザードマップが作成され，

地域防災力の強化が図られている．しかし，災害リス

クが十分に認知されているとは言えない状況であり，

防災意識向上や行動促進のためのリスクコミュニケー

ションの必要性が叫ばれている． 

 そこで本研究では，リスクコミュニケーションツ

ールとしてのコミュニティ防災支援システムの開発を

目的とする．具体的には，岐阜市のある地区を対象地

域とし，コミュニティ防災支援システムを用いて避難

計画の評価を行う．また，自助・公助の効果，及び防

災教育による住民の意識変化が社会厚生に与える影響

について分析する． 

 

２． コミュニティ防災支援システムの概要 

 図１のように構成されたコミュニティ防災支援シス

テム1)を用い，水害に対する避難計画の評価を行なう．

このシステムは次のような流れとなっている．まず，

データ抽出システムにより避難時の二次災害を防ぐた

めの安全な道路の特定や，非浸水避難所候補地の選定，

要避難者の抽出等を行う．この抽出はGISデータベー

ス内に蓄積された浸水深と建物，道路ネットワークの

レイヤーを重ね合わせて行っている．その後，抽出デ

ータを利用可能避難所・道路を及び要避難者としてデ

ータベースに加える．そして，上記の抽出システムに

よって構築されたデータベースを用い，世帯を基礎と

した地域の最適避難計画を決定し，GIS 上に各世帯の

最適避難所・避難経路を表示するものとなっている． 

なお，最適避難所・避難経路の決定には，住民意識が

考慮される(1)式の総合評価指標を用いる． 

 
図１ コミュニティ防災支援システム 

表１ 個別評価指標一覧 
一次避難 

（主として避難行動の指標） 

二次避難 

（主として避難所生活の指標） 

①移動距離 

②避難路の高低差 

③移動援助システム 

④道路幅員 

⑤道路の浸水深（洪水時）, 

道路の耐久性（地震時） 

⑥用水路の有無（洪水時）, 

道路脇の危険（地震時） 

⑦倒壊物（地震時） 

⑧避難所までの誘導 

⑨飲料水 

⑩非常食 

⑪防寒具 

⑫要介護者対応施設 

⑬バリアフリー 

⑭衛生状態 

⑮１人当たり面積 

⑯安否確認 

⑰医療設備 
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ここで， cU ：総合評価指標， ix ：個別評価指標， iλ ：  
相対的重要度 ( Ii L1 ：項目数)，h：世帯属性，c：
地域属性，t：避難情報発令からの経過時間である．
総合評価指標 cU は，個別評価指標 ix と相対的重要度 iλ
の積和で表される． ix は避難計画において重要となる

属性を定量的に評価するための指標(表１)であり， iO

は世帯属性h，地域属性c ，時刻tによって決まる世
帯，地域属性を考慮したパラメータである． 

 

３． 避難計画の現状評価と自助・公助の効果 

岐阜市のある地区における現状，及び自助・公助の

シナリオを表２のように設定し，避難計画の評価を行

った．ここで自助は避難時に各世帯が備蓄品（飲料水，

非常食）を持って避難するものとし，公助は小学校に

一括して備蓄品を増やすこととする．その結果を図２

に示す．自助・公助を実施した場合，一般世帯，災害

弱者を含む世帯ともに現状からの改善が見られた．ま

た,シナリオのレベルが上がるとその効果も上昇する
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ことが確認できた．自助と公助で改善度合いを比較す

ると，公助の効果が大きいことが分かる．しかし,公助

の場合は備蓄品を管理するための敷地確保が必要であ

り,費用は行政が負担することになる．したがって，実

現可能性に着目すると，行政が行動主体となる公助は

早期の実現性が低いが，住民が行動主体となる自助は

早期の実現性が高いと言える．このような観点から，

公助ほどではないものの改善効果のある自助の促進が

望まれる．なお自助が行われた場合には住民に意識変

化が生じていると考えられる．そこで次章において，

住民の意識変化が社会厚生に与える影響を分析する． 
 

４． 防災意識向上による避難計画の評価 

地域住民に対して防災教育を行なった場合，備蓄品

に関する自助が促進されると考えられる．また，自助

を行なうことによって備蓄品に関する不安が減少し，

避難所の備蓄品に対する住民の意識変化（相対的重要

度の減少）が生じると考えられる．そこで住民の意識

変化が生じた場合における避難時の社会厚生の変化を

分析する．分析に当たり，表３に示す自助レベルと相

対的重要度の関係を定めた意識変化シナリオを用意し

た．このシナリオは，自助レベルが上昇すると相対的

重要度が低下するものとなっている． 

比較する社会厚生は(1)式で示されているように，相

対的重要度が低下すると社会厚生が低下する評価式と

なっているため，直接比較することはできない．そこ

で，社会厚生から相対的重要度の変化に対して直接的

な影響を受ける非常食・飲料水の個別効用を除くこと

によって比較可能な指標とした．結果を図３に示す．

図３を見ると，変化量は微量であるが，意識変化が生

じることによって社会厚生が上昇していることが分か

る．このことから，避難所の備蓄品に対する住民の不

安が減少すると社会厚生に正の効果を与え，不安が小

さくなるほど効果が大きいことが確認できた． 

以上のことから，避難所の備蓄品に対する不安の低

下が社会厚生に良い影響を与えることが分かった．す

なわち，防災教育によって自助が促進されることが個

人だけでなく，地域としても社会厚生を高めることに

なる．一方，コミュニティ防災支援システムを用いる

ことによって，防災教育の効果を示すことが確認でき

た．よって，防災教育の必要性を示すリスクコミュニ

ケーションツールとしても有用であると言える． 

表２ 自助・公助シナリオの設定 

非常食 飲料水
― ―

レベル１ +1食/1世帯 +1本/1世帯
レベル２ +2食/1世帯 +2本/1世帯
レベル３ +3食/1世帯 +3本/1世帯
レベル１ +総世帯数×1食 +総世帯数×1本
レベル２ +総世帯数×2食 +総世帯数×2本
レベル３ +総世帯数×3食 +総世帯数×3本
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図２ 自助・公助による社会厚生の変化 
表３ 意識変化シナリオの設定 

非常食 飲料水
現況 ― ― ―
レベル１ 元の1/2 +2食/1世帯 +2本/1世帯

レベル２ 元の1/10 +4食/1世帯 +4本/1世帯
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図３ 自助・公助による社会厚生の変化 

 

５． おわりに 

 本研究ではコミュニティ防災支援システムを用い，

自助・公助，及び防災教育の効果を確認した．このシ

ステムは世帯単位での避難行動を表現したものである

ため，実際の避難時に想定されるコミュニティ単位で

の避難行動を表現できない．今後は最適避難所決定シ

ステムを世帯単位での避難からコミュニティ単位での

避難に変更し，避難計画の評価及び改善案の検討を行う． 
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